








はじめに

我が国の国土面積の２割、森林面積の３割に当たる国有林野の管理経営は、森林経営

の用に供するものとされた国有財産として、①国土の保全その他国有林野の有する公益

的機能の維持増進を図るとともに、あわせて、②林産物を持続的かつ計画的に供給し、

③国有林野の活用によりその所在する地域の産業の振興又は住民の福祉の向上に寄与す

ることを目標として行うこととされている。

このような中で、森林に対する国民の要請は、国土の保全や水源の涵養に加え、地球
かん

温暖化の防止、生物多様性の保全、森林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加

の森林づくり等の面での期待が高まるなど、公益的機能の発揮に重点を置きつつさらに
も り

多様化してきた。特に、国有林野に対しては、地球温暖化防止、生物多様性の保全の面

での期待が大きくなってきた。加えて、国有林野と民有林野を通じた公益的機能の発揮

が強く期待されているものの、地域によっては、国有林野に隣接する民有林野において

十分な整備や保全が行われていない状況もみられる。また、戦後造成した人工林が本格

的な利用期を迎える中、我が国の林政は、森林・林業の再生に向け、大転換を進めてお

り、国有林野事業については、民有林への指導やサポートなど我が国の森林・林業の再

生に貢献することが求められている。

こうしたことを踏まえ、国有林野事業については、公益的機能の発揮のための事業や

民有林への指導やサポート、木材の安定供給等の事業を、民有林に係る施策との一体的

な推進を図りつつ、一層計画的に実施していくため、平成25年度から、それまでの特別

会計により企業的に運営する事業から一般会計において実施する事業に移行した。

加えて、我が国では、多くの森林が利用可能な段階を迎える中で、民有林においては、

森林経営管理の集約化が喫緊の課題となっており、林業の成長産業化と森林資源の適切

な管理の両立を図るため、市町村が森林所有者から森林の経営管理の委託を受け、意欲

と能力のある林業経営者に再委託を行い、林業経営の集積・集約化を推進するとともに、

再委託できない森林及び再委託に至るまでの森林については、市町村が公的管理を行う

森林経営管理制度が平成31年度から導入される。あわせて、市町村が実施する森林整備

等に必要な財源に充てるため、平成31年度の税制改正において森林環境税及び森林環境

譲与税が創設された。

これらを踏まえ、国有林野事業は、冒頭の目標の下、森林・林業や国有林野事業に対

する国民の多様な要請と期待を踏まえつつ、一般会計において国民共通の財産である国

有林野を名実ともに「国民の森林」とするよう、公益重視の管理経営を一層推進すると
も り

ともに、その組織・技術力・資源を活用して林業の成長産業化の実現に向け貢献するた

めの取組を進める。

本計画は、国有林野の管理経営に関する法律（昭和26年法律第246号）第６条第１項の

規定に基づいて、九州森林管理局長が、国有林野の管理経営に関する基本計画に即し、

国有林の地域別の森林計画と調和させ、あらかじめ国民の意見を聴いた上で、今後５年

間の南薩森林計画区における国有林野の管理経営に関する基本的な事項について定めた

ものである。

南薩森林計画区における国有林野の管理経営は、関係行政機関と連携を図りつつ、関

係住民の理解と協力を得ながら、この計画に基づいて適切に行う。
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